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ベ トナム経済の景気後退 と

デフ レーシ ョンの原因 と対策

山 崎 勝

ベ トナムは、1992年 か ら1997年 まで過去

に見 られ なか った高い経済成長を続けた。 こ

の期間のGDP成 長率を見 ると、1992年 か ら

94年 の年平 均GDP成 長率 は8.4%、1995

年 と1996年 は9.5%、1997年 は9.0%で あ っ

た。 しか し1997年 後半 に起 きたアジア通貨 ・

経済危機は、1998年 後半 か らベ トナム経済

に深刻 な影響 を与 え、1998年 の経済成長率

は5.8%に 大 幅 に下落 した。1997年 まで の

ベ トナムの高い経済成長は、積極 的な外国直

接投資の導入 と輸 出の拡大を柱に実現 された。

その過程でベ トナム経済 はアジア諸国 との経

済依存を強めてきたので、アジア通貨 ・経済
1)

危機 の影響 を回避す ることはできなか った。

一部のア ジア諸国で は1999年 央頃か ら通

貨 ・経済危機か ら回復 しっっあ るが、ベ トナ

ム経済は更 に減速 し、1999年 のGDP成 長率

は4.8%で あ った。輸出は、原油価格の高騰、

アジア経済の回復 とアメ リカ ・ヨーロ ッパ経

済の好調 を背景 に改善されたが、外 国直接投

資流入の減少は止ま らなか った。更に、景気

後退 とともにデフ レーシ ョンが新たな深刻 な

問題 と して浮上 した。

本論は 、1999年 のベ トナ ムの経済実績 を

検討 して、景気後退 とデフ レー シ ョンの状態

と発生の原因を購買力、消費 ・投資 ・その他

の要 因か ら分析 し、更にそれ らに対す る主要

対策 とその有効性 をまとめた ものである。最

後 にベ トナム経済 の課題 ・問題 点 と2000年

の展望を付言 した。

1.1999年 の ベ トナ ム経 済

1.1マ ク ロ経 済 実 績

表1と 表2は 、1999年 上半期の経 済実績、

1999年 の社会経済実績 をそれぞれ示 した も

のであ る。表1の1999年 上半期のGDP成 長

率は4.3%で 、前年 同期 の6.2%のGDP成

長率 を大 き く下回 り、1998年 以降の経済成

表11999年 上半期の経済実績

GεP成長率

農林 水産 業成長率

工業生産成 長率

インフレ 率

輸 出増加率

輸入増加率

政府歳入増加 率

失業率

総投資額

4.3%

2.7

10.3

1.6%

7.7%

-1a .oRio

-x .3pro

10.0%

42兆 ド ン

(出 所)7'heSaigonTimesGifeekly,July17,1999,p8よ り 作 成 。
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表21999年 の社会経済実績

国内総生産額

(DP成 長率

一人当たり(DP

インフレ率

農林漁業成長率

工業生産成長率

サービス業成長率

輸出総額

同成長率

輸入総額

同成長率

399兆9420(意 ド ン

4.8%

374ド ル

0.1%

.2

10.4%

.3

115億 ド ル

23.1%

116f意 ド ル

0.9

(出 所)Ibid.,January22,2000,p8よ り 作 成 。

長 の減速が続 いたことを示 している。農林水

産業の成長率は2.7%の 低い水準であ った。

工業部門 の成長率は10.3%で あ るが 、 これ

は、1992年 以降の工 業成長率 を3ポ イ ン ト

か ら4ポ イ ン ト下回る低い水準であ る。更に

1999年 上半期 の輸 入額 の伸 び率は、 マイナ

ス12%で1998年 実績値 のマ イナス3%か ら

大 き く後退 した。 サー ビス部門 の成長 率 は

2.3%に 低迷 した。

1999年 のGDP成 長 率は1990年 以来 最低

の水準であった。ベ トナムでは、人 口の増加

に見合 った雇用を維持 し、生活水準 を改善す

るため には、少な くとも6-7%のGDP成

長率を維持す る必要があると指摘されている
2)

が、1998年 以降のGDP成 長率は この水準を

大 きく下回 っている。

表1と 表2か らわ か るように、1999年 下

半期以降にベ トナムの輸 出入額が改善された。

特 に輸 出増加 率は年 間で23.1%増 加 した。

輸 出 が伸 び た主 要 品 目は 、 原 油(98年 比 増

加 率62.3%)、 海 産物(同14.8%)、 衣類 ・

繊 維(同15%)、 履 き物(同36.4%)、 ゴム

(同14%)、 電子 機 器 ・コ ン ピ ュー ター(同
3)

17.5%)な どであ る。 これ らの輸 出品 目の

うち、世界的 な石油価格の高騰 を反映 して石

油輸 出額 は20億1700万 ドルに達 した。1999

年の総輸出額は115億 ドルであ ったか ら、石

油輸 出額は全体 の約18%を 占めた。輸 出の

回復 にともなって、輸入 も0.9%増 まで拡大

した。

1.2物 価 と 失 業

1999年 は物価上昇 率が0.1%と 著 しく低

く、また高い失業率を示 した。表3は1999

年各月の対前月比で見たイ ンフ レ率を示 した

ものであ る。1月 と2月 は、主に旧正月の需

要を反映 して対前月比のイ ンフ レ率は上昇 し

たが、3月 以降12月 までは物価 は下落 した

(11月 には物価は僅 かに0.4%上 昇)。1995

年以降の インフ レ率は、95年 は12.7%、96

表31999年 のイ ン フレ 率

1月 +1.7 7月 一〇
.4

2月 +1.9 8月 一〇
.4

3月 0.7 9月 一〇
.6

4月 一〇
.6 10月 一〇

.1

5月 一〇
.4 1i月 +0.4

6月 一〇
.z 12月 一〇

.s

(注)対 前 月 比 、 単位 は%。

(出 所)Ibid.,各 号 よ り作 成。
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年 は4.5%、97年 は3.6%、98年 は9.2%で
4)

あ ったのに対 し、1999年 のイ ンフレ率は0.1

%で あ った。 これ らの数値は、1999年 のデ

フ レー シ ョンが如何 に深刻であ ったかを裏付

けている。

一方
、後述す る国内生産活動の停滞 と外国

直接投資の減少 ・撤退は、失業者 を増加 させ

た。1996年 以降の失業率 は、96年 は5.9%、

97年 は6.0%、98年 は6.9%で あ ったの に

5)

対 し、1999年 上半期の失業率 は10%に 達 し

た。 これは過去数年 には見 られ なか った高い

水準であ った。

1.3外 国 投 資 状 況 と特 徴

1999年 の対 ベ トナ ム外国投資認可額は前

年 を下 回 り、1997年 以降3年 連続 して減 少

した。表4は 、1999年 と1998年 の外国投 資

表41999年 の外 国投 資 実績

項 目 1998年(/91999年(B) B/A(%)

資 本 実 行 額(100万 ドノの

売 上額(100万 ドノの

輸 出額(100万 ドノの

輸 入 額(100万 ドIU)

納 税 額(100万 ドノの

労働 者 数(人)

新 規剛 投 資 額(100万 ド ノの

新 規 プ ロヅ ェクト(件数)

登 記 資 本 金(100万 ドノ0

1,956

3,823

1,982

2,668

317

269,500

4,773

275

3,897

1,519

4,600

2,577

3,398

271

296,UOO

2,031

274

1,477

77.66

120.32

iso.02

127.36

85.49

109.83

42.55

99.64

37.90

増 資 プ ロジ ェクト(件数)

増 資 額(100万 ドノの

133

876

123

554

・,・

fi3.24

許 可 取 り 消 し プ ロヅ ェク(件数)

同金 額(100万 ドノの

92

2,42G

58

468

63.04

1.9.29

(出 所)Ibid.,January8,2000,P.8よ り 作 成 。
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実績 を示 してい るが、1999年 の対ベ トナム

外 国投 資は前年 と比較す ると、次の2つ の特

徴が見 られる。

第1に 、アジア経済の回復 は、対ベ トナム

外国投資の増加には結びっかず、また1件 当

た りのプロジェク ト案件は中小規模のものが

多か った。1999年 の新規 外国投資 プロジ ェ

ク ト件数は274件 で、前年(275件)と ほぼ

変わ らなか った。 しか し、1999年 の総投資

認可額 は1998年 の47億7300万 ドルか ら20

億3100万 ドルに減少 し、1998年 の総投資認

可額 の42.6%で あ った。登記資本金 は1998

年の47億7300万 ドルか ら14億7700万 ドル

に減少 し、1998年 の登記資本金 の僅か37、9

%で あ った。1999年 の外 国投 資額 が大 幅 に

減少 した理由は、前年に比べて大規模プロジ ェ

ク ト案件がなか ったか らであ る。1998年 は、

ロシアの石油精製所 プロジェク ト(総 投資額

13億 ドル)や シ ンガポール の観光 開発 プ ロ

ジ ェク ト(投 資額7億6000万 ドル)な どの
6)

大型プ ロジェク ト案件が認可 されたが、この

2件 の プロジ ェク ト案件 だけで1999年 の総

資本認可額の約半分を 占めた。 しか し1999

年 にはこのような大型 プロジ ェク ト案件は見

られず、台湾の食糧 ・動物飼料加工(投 資額

1億4300万 ドル)・ マ レーシアの給水 プロジェ

ク ト(投 資額1億4900万 ドル)・ 韓国の公共

輸送 プロジ ェク ト(投 資額1億3400万 ドル)

などのプ ロジェク ト案件が比較的に大規模 な
7)

プロジェク トで あった。1999年 に実行 され

た投資額は、1998年 の19億5600万 ドルか ら

15億19QO万 ドルに、対 前年比で22.3%減

少 した。認可を取 り消されたプロジェク トは

前年 よ りは大幅 に減少 した が、8件 ・4億

6800万 ドル に上 った。 しか し、認 可を取 り

消された プロジェク トの資本額は、新規外国

直接投 資(FDI)額 の23%に 達 してい る。

以上で述べた ことか ら明らか なように、外国

投資の流入状況は、改善の兆 しを見せ ていな

い。外国人投資家 にとって、煩雑 な行政手続

き ・法律の未整備 ・硬直的 な官僚主義 ・割高

な公共料金 などが、ベ トナムへの投資意欲 を

減退 させる要因となっている。

第2に 、欧米か らの投資額の割合が増加傾

向にあ ることで ある。表5は 、1999年 にベ

トナムへ 投資 した上位10力 国 ・地域の プロ

ジェク ト件数 と登記資本額を示 したものであ

る。上位10力 国 ・地域の プロジ ェク ト件数

のうち、仏 ・英系 ・米のプロジ ェク ト件数が

占め る割合 は13.6%で あ るが、登記資本額

では43.0%に 達 している。

他の部門の生産活動が低迷 している中で、

外資部 門の生産活動 と輸出は好調であ った。

表4に 示 され てい るよ うに、1999年 の売 上

額 と輸 出額 は前年比、それぞれ20.3%、30

%と 高い伸び率を示 した。外資部門のGDP

に対す る割合 は決 して大き くは な く、1999

年のそれは10.3%で あ った。 しか し、工業

生産総額 に占め る外 資部門 の割合 は30%に

達 している。

2.景 気後退 とデ フ レー シ ョンの原

因

前章 では、1999年 のベ トナム経 済は、景

気後退 とデフ レーシ ョンが深刻化 したことを

具体的に説明 した。

レ ・ヴ ィン ・ザ インは、1999年1-9月
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表51999年 の10大 外 国投 資 国 ・地 域

国 名 プ ロヅ ェクト件 ≡数 登 記 資 本(100万 ドル)

フラ ンス

シ ン ガ ポ ール

韓 国

マ レ ー シ ア

英 領 西 イ ン ド諸 島

台

米

香

日

中

湾

国

港

本

国

2

8

5

7

1

7

6

5

3

0

1

1

2

8

1

1

1

2

302.8

168.8

160.5

1.5

151.5

142.2

127.3

・

47.0

23.5

上位10力 国 ・地域 合 計 214 1351.8

仏 ・英 系 ・米 合 計

同 比率(%)

29

13.6

581.6

43.0

(出 所)Ibid.,January15,2000,p.8よ り 作 成 。

期 の デ フ レー シ ョンの原 因 にっ い て、 次 の6
8)

点を指摘 している。(1)ア ジア通貨 ・金融危

機の影響を受けて失業者が増加 し、また所得

が伸 びなか ったために、国内総需要が減少 し

た こ と、(2)1998年 以 降 の増 税 の実 施 、

(3)市 場が独 占的 な構造であるために、生産 ・

サー ビスの コス トが著 しく高 く、このような

高 コス ト構造 が購買力 を低下 させた こと、

(4)ア ジアの景気後退 とデフ レー シ ョンがベ

トナムへ連鎖反応 したこと、(5)金 価格の下

9)

落 の影響、(6)ア ジア諸国か らベ トナムへの

投資の急激 な減少、などである。

いずれ に しても、1999年 の景気後退 とデ

フ レーシ ョンは、購買力の低下 、国内の消費

と生産活動 の停滞 によ ってもた らされた。そ

こで以下では、 これ らの要因が低迷 した原因

を更に詳 しく説明す ることにす る。
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2.1国 内消費需要 の不振

2.1.1購 買 力 の 低 下

消費需要が不振であった最大の原因は、購

買力の低下であ った。前出の レ ・ヴィン ・ザ

イ ンは、1999年8月 にホーチ ミン市で実施

された31単 位(769人)の1999年 上半期 の
10)

所得動向にっいての調査を紹介 している。そ

れ によると、雇用状況 は、調査対象 の61.3

%は 雇用が安定 し、12.4%は 不安定で、26.

4%は 雇用が確保 され ていなか った。所得状

況は、調査対 象の1999年 上半期 の月平均所

得は、1人 当た り959,458ド ンで前年 同期比

で0.9%上 昇 しただけであ った。また生産部

門 に従 事 してい る21単 位 のうち約半分 は、

所得 は変化 しなか ったかまたは減少 した。 国

内生産活動の停滞は、 このように失業者の増

加や将来の雇用に対する不安を生むと同時に、

所得 を不安定に した。 これ らの要因は都市部

では家計支出を抑制す る原因となった。また、

農村部では農産物価格の下落な どによって農

家所得が不安定 になった。失業、雇用不安、

所得の不安定は、購買力を著 しく低下 させた

要因であ った。

2.1.2過 剰 生 産 と過剰 在 庫

国内消費需要が不振であった2っ 目の原因

は、過剰生産と在庫の増加である。ベ トナム

は高経済成長時代に、外 国投資の導入 と国内

投資を積極的に行 ってきた。 しか しそれ は、

有効 な産業政策 と整合性 を持たない場合が多

か った。 フ ァン ・バ ン ・カイ首相 は、第10

期国会第6回 会議で、国内市場 の需給動向を

政府が予測できなか ったことが、過剰生産 を

もた らし、それが製品の売れ残 りと在庫の増
11)

加にっ なが ったと述べている。 国内企業およ

び外資企業は、ベ トナム国内市場で競合す る

製品に投資す る場合が多 く、そのため過剰生

産を引 き起 こ し一部の製品は供給過剰 となっ

た。セ メン ト・砂糖 ・鉄鋼 ・石炭 などの主要

工業品は特 に在庫が過剰であ り、ベ トナムの

在庫 は全体で7-8兆 ドンに上ると推定され
12)

た。供給過剰の原因は生産過剰だけではなく、

密輸や不正貿易 などによる製品流入の増大 も

原因であ った。

2.1.3輸 入 品 ・食 糧 品 価 格 の 下

落

1997年 後半以降 のアジア諸国通 貨の切 り

下げによって、輸入品価格は大幅に下落 した。

1998年 の ガソ リン ・デ ィーゼル油 ・燃料 油・

自動 車 ・砂糖 な どの価格は1997年 に比べ て
13)

20%下 落 した。一方 、1999年1-4月 期は

特に輸 入額の下落は著 しか った。 これは同期

の深刻 な景気後退 を反映 した もので、1999

年初頭 に比べ外資企業は7.7%、 国内企業は
14)

15.8%輸 入が落 ち込 んだ。輸入品需要の大

幅減 少を反映 して1999年 も輸入品価格 の急

激 な上昇 は見 られなか った。鉄鋼や石炭 など

主要生産資材の輸入価格は、国内製品よ りも

価格が安か った。

食糧生産は相次 ぐ自然災害 にもかわ らず、
15)

3440万 トンに達 し、1999年 の食糧生産 目標

の3200万 トンを大 き く上回 った。食糧生 産

の増 産 は食 糧 品価 格 を引 き下 げ 、1999年
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1-11月 間の食糧 価格は9%下 落 した。 ベ

トナムは国内総生産 に占め る農業部門の割合

が高 いために、食糧品価格の下落は物価下落

の主因 となった。

2.2国 内工業生産 活動 の停滞

1999年 上半期の工業生産成長率は10.3%

であ ったが、年 成長率 も10.4%と ほぼ同率

であ り、上半期か ら下半期にかけての工業生

産活動はほとんど改善されていない。 これ と

は対照的に、輸 出と農林水産業は、同年上半

期 か ら下半期 にか けて く大 き く改善 された

(表1、 表2)。 表6と 表7は 、1999年 上半

期の工業生産成長 率と1999年 の工業生産成

長率を示 したものである。部門別 の工業生産

では、国営企業部門の生産が他の部門に比較

表61999上 半.工 生 産 率

82兆4270億 ド ン

0.3

表71999年 の工業生産 成長率

166兆9650億 ド ン

(120f意 ト寺ノレ)

工業生産合計額

工業生産成長率

国営部門

中央国営部門

地方国営部門

4.4%

2.0%

(出 所)Ibid.,Algust7,1999,p.12。

(出 所)Ibid.,January15,2000,p.9。

して著 しく低迷 した。とりわけ地方政府管轄

下にある国営企業 の生産成長率は2.0%の 極

めて低 い水準であ った(99年 上半期)。 地方

の国営企業の生産活動の停滞 は、地方の深刻

な雇用 問題を引 き起 こ した。例えば、ある統

計によると、地方 における労働者278万 人の

うち、約30%の 労働者は不完全就業 にあ り、

全労働時 間 に対 す る実質 就業時間 の割 合は

72.9%に 達す るのみ で、また 、地方 の失業

率は2000年 までに5%に 達す るものと予測
is)

されている。地方における失業 と雇用不安は、

所得 の減少あるいは将来の所得に対する不安

を生むため、購買力は低下 し工業製品に対す

る需要 を減少させた。地方国営企業の不効率

経営や高ス ト生産なども生産活動を停滞させ

た。

工業生産全体 に占め る国営部門の比重は依

然 と して大 きい。1999年 の総工 業生産額 は

166兆9650億 ドンに上 り、 そのう ち国営 部
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門は50%を 占め、非国営部門と外資部門は
　の

20%と30%で あ った。大部分の国営企業は

小規模で、また赤字経営や不効率経営の企業

が多いため、生産活動は停滞 している。 この

ように国営部門の停滞 は、工業生産が伸び悩

んだ最大の要因 となった。

2.3投 資資金需 要の低迷

景気後退 とデフ レーシ ョンの3っ 目の原因

は、民間部門および政府部門の双方で投資資

金需要が低迷 した ことである。

1999年 に金融機関 および政府機 関を通 し

て行 なわれた遊休資金の動員状況は決 して悪

いもので はなか った。政府は、貧困地区を中

心と した農村潅概やその他のインフラ整備の

ために、5月19日 か ら5年 満期の 「祖 国建

設事業 国債」の販売を開始 し、3兆 か ら4兆
18)

ドンを資金調達す る予定であ ったが、翌月末

頃 までには既に3兆1279億 ドン相 当の国債
19}

が販売 された。 また、8月3口 には、郵便貯

金サー ビス会社が営業を開始 し、ハノイとホー

チ ミン市の一部の郵便局で普通預金 、定期預
20)

金、定額 預金 な どの受付 を開始 した。1999

年末 までに1兆5000億 ドンを動員 して、政

府 の資本建設 プロジェク トへ の融資 に振 り向
21)

ける計画で あ ったが、約3カ 月間で1900万
22)

ドルの遊休資金が動員 された。ホーチ ミン市

の銀行 では、1-8月 間に総額41兆4000億

ドン(年 初比33.4%増)の 資金 を動員 し、

総額41兆5000億 ドン(同30%増)の 資金

を融資 した。ただ、このように市中の遊休資

金が動員 され た一方で、生産活動が停滞 した

めに、次に述べ るように投資資金の需要拡大

には結びっかず融資はそれほど伸びなか った。

企業の資金需要が低迷 した理 由は、既 に述

べた国内需要の不振 と工業生産の停滞か ら明

らかである。政府公共投資の抑制 にっいては、

1998年 のア ジア経 済危機以降、一層 の財政

収入 の減 少が見込 まれた ことか ら、政府 は

1999年 の財政赤字をGDPに 対 して3.5%以

下に抑制 し、緊縮財政 をとってきた。そのた

め、政府 支 出お よび公共 投資 は減 少 した。

1999年1-5月 間の国家計 画におけ る投資

実績 は年 間計画 のわずか30%で 、前年同期
23)

と比較 して13%も 下 回 った。 この ような緊

縮財政 と公共投資の抑制は、投資需要の減少

をもた らし、それが公共投資部門における失

業 の増大 と所得の減少を招 くこととなった。

このため 、5月4日 か ら6月12日 まで開催

された第10期 国会第5回 会議 では、財政赤

字 の対GDP比 を5%前 後 とす る提案がなさ

れ、建設資材の需要拡大な どはか る措置が提

案 された。

2.4そ の他 の要 因

最後に以上の他に2つ の要因を補足す る。

第1に 付加価値税 な ど新税の導入による影響

である。付加価値税は1999年1月1日 か ら

導入 された。付加価 値税 は、品 目によ って

10%、20%な ど適用 税率は異 なるが、輸入

製品や消費物資価格の上昇 を招いた。特に1、

2月 のテ ト需要が拡大 した時期 には、物価上

昇の要因の1っ にもなった。付加価値税 の導

入は、購 買力が低下 し、景気後退 とデフ レー

シ ョンが進行す る中で、消費意欲を減少させ

る大 きな心理的 な影響を与えた。 このため第
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10期 国会第5回 会議 では、一部付加価値 税

率の見直 しが議論 され、国会の決定を受けて、

10月1日 か ら非消費者 向け石炭お よび機械

製品(10%か ら5%に)、 ホテル ・レス トラ

ン ・旅行サー ビス料金(20%か ら10%に)

な ど一部の製品 ・サー ビスに対す る税率が引
24)

き下げ られた。第2に 、官僚主義 と否定的現

象の問題である。ベ トナムでは、外国投資を

導入するために、投資手続きの簡素化な ど外

国投資導入策 を採用 してきた。 しか し、新 し

い規則や法律 などが行政機関の末端 まで浸透

していない場合が多 く、 しば しばそれ らの法

規が十分に運用 され ていないとの指摘がなさ

れ てきた。1999年2月 以来、「批判 ・自己批

判 キ ャンペー ン」が行われているが、その運

動の中で数多 くの政府 ・党幹部が汚職や横領

の関与 などで摘発 された。近年、外国投資家

の間では、このような党 ・政府幹部の汚職や

腐敗 に対 して、相 当な不満が増大 してい ると

言われ る。 このような官僚主義と否定的現象

が対ベ トナム外国投資の流入減少 の阻害要因

となっている。

3景 気後退 とデフ レー シ ョンの対

策とその有効性

1999年 の景気後退 に対 して、政府 は以下

に述べ る輸出拡大、国内消費と投資におけ る

需要の刺激策 に重点 を置いた。

1999年 中で も1-4月 期 は経済 が最 も低

迷 していた時期で あ った。g9年1-4月 の

主要経済指標を見ると、GDP成 長率 は4%、

工業成長率は10.1%、 輸 出は7.5%(年 率
25)

i換算)、 輸 入 は マ イナ ス13.8%で あ った。 こ

のような深刻な経済状況を打開す るために、

5月4日 に開催 された第10期 国会第5回 会

議の政府報告の中で、グエ ン ・タン ・ズン副

首相 は、1999年 の景気対策 と して次 の6項
26)

目を提 案 した。(1)生 産 と貿 易 の 促 進 、

(2)輸 出市場 と国内消費の拡 大、(3)財 政 ・

通貨 問題 の処理 、(4)経 営管理 の刷新 と再編

成の促進 、(5)飢 餓根絶 と貧困緩和 プログラ

ム ・雇用配置の促進、(6)行 政改革 の継続 と

行政管理の改善、である。 これ らの対策の中

には、従来か ら実施 され ていた対策 も多 く含

まれ るが、生産を拡大す るための投資環境の

改善、輸 出市場 と国内消費の拡大が重視 され

た。 また、政府 は第10期 国会第5回 会議 に

前後 して、 ビジネス環境 の改善や投資手続 き

の簡略化 、ベ トナム製品の競争力の強化、北

米 ・中東 ・アフ リカ市場 の開拓、建築資材や

消費財 などの国内製品の消費拡大策な どを打

ち出 した。 しか し、表1で 示 されているよう

に、1999年 上半期 の経 済実績は大 き く改善

され なか った。その後7月5、6日 に開催 さ
27)

れた月例閣議、お よび10月6、7日 の月例
28)

閣議で も、基本的 には第10期 国会第5会 議

で示された6項 目の提案に沿 った対策が確認

されたが、一貫 して国内消費と投資(生 産)

における需要を刺激す ることが課題であ った。

また 、8月9日 か ら16日 まで開催 され たベ

トナ ム共産党第8期 中央委員会第7回 総会で

は、政府府職員の賃金 ・雇用改革が決定 され

た。 この決定は、政府職員の雇用改革 と労働

意欲 の 向上をはか りなが ら、1999年 後半 か

ら2002年 まで に最低賃金を約1.5倍 増加 す
ゐ　

るというもので るが、最低賃金 の引き上げに

ともなって、政府職員の購買力の向上が期待
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され る。次に個別の主要対策にっいて述べる。

3.1外 国投資導 入刺激策

ベ トナ ムへの外国投資 の流入 は1997年 以

降毎年減少 しているものの、政府は依然 とし

て外 国投資導入 に積極的 である。3月26日

に、政府は新たな外 国投資導入刺激策と して、
30)

首相決定第56号 を発表 し、7月1日 か ら実

施 した。決定第53号 には、電気料金 ・通信

料金 ・水道料金 などの商品やサー ビス価格 、

外 国企業の免許登録な どの料金 ・費用、外資

企業で働 くベ トナム人労働者の給与、労働許

可証の発給、付加価値税の免減、輸出加工企

業 に対する商品の売買などについての優遇措

置 などが規定されている。具体的な措置 とし

ては、国際通話料金の平均10%の 引き下げ、

外国投資プロジ ェク トに対す る許可審査料金

の廃止、ベ トナム人労働者の給与をベ トナム・
31)

ドンで支払 うこと、事業免許登録料 ・代表事

務所設置料の軽減 などが実施 された。 この決

定第53号 の中で注 目され てい る措置 は、単

一価格政策である
。外国投資流入の減少や撤

退の理 由の1っ は、ベ トナムでは外国人およ

び外資企業 に対す る公共料金がベ トナム国民

に対す る公共料金 より高 く設定され、他のア

ジア諸国と比較 しても割高であ ったか らであ

る。単一価格政策は、このような二重価格制

度を段階的 に是正 して、単一価格を設定 しよ

うとす るものである。電話 ・ファックスの設

置料 はベ トナム人 と同一料金 とす ることなど

が実施 され ている。

3.2国 営企業改革

ベ トナムには約6000社 の国営企業があり、

1999年 の工業生産総額 に 占め る国営部門 の

割合 は50%を 占め、GDPに 対す る割合は40

%を 占めた。 しか し、実質的 には国営企業全

体のうちの約半分は赤字経営である。小規模

で旧式の設備を備え、経営 ・生産 効率が劣る

国営企業が多 く、そのため政府 の財政負担は

大 きい。国営企業の非効率経営 はベ トナ ムの

経済成長の阻害要因になってい る。従来か ら

国営企業改革は、株式会社化、整理清算や統

合(合 併 ・国営総合会社の設立など)な どを

通 して実施 され てきたが、十分な国営企業改

革 は行われ てこなか った。1999年 には幾っ

かの国営企業改革対策が発表された。1月 に、

財政省は国営企業の株式会社化 を進めるため

に、「株式会社化支援基金」の創 設を政府 に

提案 した。 同基金 は、1999年 末 まで に株式

会社化 によ って生 じると見 られ る170万 人の

余剰人員に対す る新雇用の創出、職業訓練 、

失業手 当の支給、株式会社化 された国営企業

の債務支払いなどを支援するというものであ っ
32)

た 。 また 、9月 に は 、競 争 入 札 に よ って30
33)

社の国営企業を売却す る予定であったが、そ
34)

の後入札の実施は2000年1月 に延期された。

これ ら2つ の対策は十分な効果 を上げていな

い。更 に、国営企業改革などベ トナムの経済

改革を支援す るための 「新宮沢構想」 と特別

円借款 の適用 を受け て、9月10日 に、「非効

率経営の小規模 国営企業の譲渡 ・売却 ・リー

スに関す る法令」(決 定103/CP-NP)が 発

布 され、9月13日 には、小規模 国営企業へ

の対策に関す る政令が発令 された。同政令で
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は、政府資金10億 ドン以下の国営企業 と政

府 資金10-50億 ドンで長期間 にわた って損

失を計上 し、必要措置を講 じた後でも業績が

回復 していない国営企業の2っ を対象に、国

営企業 の従業員への委譲 ・従業員ヘ ノルマを

課す こと ・国営企業の リースなどの対策が規
35)

定 されている。

以上のように、国営企業改革に対す る幾つ

かの対策が検討 ・採用 されてきたが、国営企

業改革は労働者の大量解雇 をともなうか ら、

景気後退 とデ フ レー シ ョンが進行 している深

刻 な状況下では、実際には十分実施できるも

のではなか った。

3.3通 貨 ・金 融 政 策

本節では、特 に、金利の引 き下げおよび銀

行 ・金融機関再編 と不良債権処理策にっいて

説明す る。 この2っ の対策は、景気後退 とデ

フ レーシ ョンが深刻化す る中で、資金需給の

不均衡を是正 し、信用秩序の崩壊を未然に防

止す る上で極めて重要 な対策であ った。

3.3.1金 利 の 引 き下 げ

金利の引き下げは、資金需給 の不均衡を是

正 し、また インフ レ率に対 して金利 を調整す

るという点で重要であった。第2章 第3節 で

説明 したように、遊休資金 の動員が進め られ

た一方で、政府の財政引 き締め政策 と生産活

動 の停滞 によ って、資金需要 は減少 し、資金

需給の不均衡が拡大 した。 また国家銀行 は5

月末 まで、金融引き締め政策を採用 していた

ことが、資金需要を一層低迷させた。 しか し、

1999年 下半期 には、政府は積極財政政策に、

また国家銀行 は金融緩和政策に転換 した。ベ

トナムの中央銀行(ベ トナム国家銀行)の 金

利政策で、金融機関の市中への貸 出に直接影

響を与 える操作は、商業銀行の月間上限貸出
36)

金利 と信用機関の強制準備率の変更である。

国家銀行が金融緩和政策へ転換 した6月 以降、

月間上限貸 出金利は、6月 、8月 、9月 、10

月に合計4回 引 き下 げ られた。第1回 目は6

月1日 に実施され、都市部に適用 されていた

月間上 限貸 出金利 は1.2-1.25%か ら1.15

%に 引 き下 げ られ、更に第4回 目の10月25

日には0.85%ま で引 き下げ られた。 また、

強制 準備 率は7月7日 に、10%か ら5%に

引き下げ られた。

国家銀行は、合計4回 にわたる金利引き下

げを実施 して、資金需要の拡大策 をとってき

たが、第2章 第3節 で述べた ようにその効果

は大 きくなか った。その要因 は、景気の低迷

によって投資プロジ ェク ト自体が少なか った

こともあ ったが、金利が適正水準か ら乖離 し

ていたことが大 きい。一連 の金利引き下げに

よ って、月間上限貸出金 利は0.85%に まで

低下 したが、年 間金 利 にi換算す ると、約10

%に 達 している。 この水準は、5月 末 まで月

間上 限貸 出金利が年率で約14%で あ ったの

と比べ ると、約4%低 下 しているが、年間イ

ンフ レ率は0.1%で あ った ことを考慮すると

依然 として高い金利水準 にある。従 って、金

利 とインフ レ率の調整という点か らも適正水

準とはいえ なか った。
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3.3.2銀 行 ・金 融 機関 の 再編

と不良債権 対策

ベ トナムでは銀行 ・金融機関の再編 と国営

企業の不 良債務を中心 と した不 良債権処理は

かねてか ら問題 となっていた。4大 国有銀行

を除いて、ベ トナムの金融機関は零細規模の

ものが多く、融資審査や基準が厳格ではなか っ

た り、あるいは融資をす る際 に担保 ・抵当を

とることがない場合が多 く、融資が不 良債権

化する可能性が高か った。 これ らの問題は法

整備 を含む金融 システムの問題 と密接 に関連

していた。1998年 以 降の経 済成長 の急速 な

減速 によって、企業 の延滞債務が増加 したた

め、金融機関の累積不良債権が増加 し、金融

機関が破綻する可能性が著 しく増大 した。従っ

て、信用秩序 の崩壊 と政府 ・預金者の負担 を

回避す るために、金融機関の再編と不良債権

処理は緊急の課題であ った。

国家銀行が1999年 初めに まとめた4大 国

有銀行 を除 く全銀行51行 の経 営評価 によ る
37)

と、正常 な経営を行 ってい る銀行 は20行 、

資本金や事業 内容に問題があ る銀行は10行 、

経営破綻の可能性 が大 きい銀行 は15行 、既

に破綻 状態にあ る銀行 は6行 で、全体 の61

%を 占め る31行 の銀行が経営上何 らかの問

題を抱えていた。ベ トナムでは、4大 国有銀

行が融資全体の約8割 を占め、商業銀行 と合

弁銀行を合わせた融資の全体 に占め る割合は

少ないが、全銀行 のうち9行 が合併や買収が

終 了または進行中であると伝 え られ ることか
38)

ら、銀行 ・金融機関の再編 は比較的順調 に進

め られ ているものと思われ る。

不良債権処理問題にっいては、融資総額全

体 の約8割 を占める4大 国有銀行の不良債権

対策が重要であ る。4大 国有銀行 の実際の不

良債権 の割合は平均で30-40%に 達す るも

のと見 られ、そのため経営基盤を強化す るた

めに、12月5日 に政 府が公的資金 の注入 を
39)

実施 した。公的資金の注入総額 は3兆3500

億 ドンで、工商銀行 に2兆200億 ドン、外 国

貿易銀行へ5300億 ドン、農業 ・地方開発銀

行へ5000億 ドン、投資開発銀行へ3000億 ド

ンをそれぞれ注入 した。

また、11月 には預金者保 護のための公的

基金が創設 された。預金が保護 される対 象は

ドン建て預金で、金融機関が破綻 した場合 に

一預金者i当た り最 高で3000万 ドン払い戻 さ

40)

れ ることにな った。2000年 には、不良債権

処理機構 の創設が予定されている。

4.1999年 ベ トナ ム経 済 の課 題 ・

問題点 と2000年 の展望

1999年 のベ トナム経済 は、景気後退 とデ

フ レーシ ョンが同時に進行 した ことが近年で

は見 られなか った大きな特徴であった。参考

までに1997年 か ら1999年 までのGDP成 長

率 とイ ンフ レ率 を見ると、それぞれ97年 は

9.0%と3.6%、98年 は5.8%と9.2%、 そ

して1999年 は4.8%と0.1%で あ った。経

済成長の減速が始ま った1998年 と1999年 の

GDP成 長率 とイ ンフ レ率を比較 してみても、

1999年 のベ トナ ム経済の特徴が 明 らかで あ

る。 カイ首相 は、第10期 国会 第6回 会議で

の冒頭演 説で 、1999年 のベ トナ ム経済の問
4ユ　

題点 と して次の点 を指摘 した。①1990年 以

降で最 も経済成長率が低 く、売れ残 り製品と
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在庫 が増加 し、生産 は停滞 した。② 開発 投

資は不活発で、外国直接投資は急速に減少 し

てい る。③3月 以降 の消費 者物価指数の下

落は、需要 と社会の支払い能力の縮小を示 し

てい る。④ 信用 システムにおけ る延滞債務

比率は安全 な限界を超えている。本論で述べ

た ように、 カイ首相 が指摘 した点 は、1999

年のベ トナム経済が抱 えた問題点 と状況を十

分 に示 してい る。1999年 の景気後退 とデフ

レー シ ョンの主 な原因は、購買力の低下、生

産活動の停滞、消費 ・投資需要の低迷な どが

複合的に相互 に関係 していたことであ り、単

にアジア経済危機の影響の結果だけではなか っ

た。従 って、これ らの問題を解決す るために

は、経済構造改革や政治 ・行政改革など従来

か ら指摘されている構造上の問題点の解決が

不可欠である。 しか し何はともあれ、当面 の

課題 と して、景気後退 とデフ レーシ ョンの対

策 としては、外資導入の促進、国営企業改革

そ して不良債権処理問題を中心とす る金融シ

ステム改革が優先され なければ ならない。 し

か し、第3章 で述べたように、 これ らの改革

の うち、不 良債権処理 問題 に関連 して、12

月初頭に4大 国有銀行へ公的資金が投入 され

た程度であ る。従 って、問題 の抜本的な解決

は2000年 に先送 りされたことになる。

先 に述 べ た第10期 国会第6回 会 議 で、

2000年 の経済 目標 が決定 された。表8は 、

2000年 の社会経済 目標 を示 したものであ る。

表8の 主要 項 目を見 る と、GDP成 長 率 は

5.5-6.0%、 輸 出増加率は11-12%、 イ ン

フ レ率は6%、 財政赤字 の対GDP比 は5%

に決定 され た。 また、 アジア開発銀行(AD

B)の ベ トナ ムの2000年 予測 によると、GD

表82000年 の 社 会 ・ 経 済 目標

GDP成 長率

農 業生産成長率

工業生産成長率

サービス部 門成長率

輸出増加率

インフレ率

財政赤掌(対(㎜ 比)

5.5-6.0%

3.5-4.0%

10.5-11.0

5.O-5.5%

11.0-12.0'0

6.Q%

5.0%

(出 所)Ibid.December25,1999,p,8よ り 作 成 。

P成 長 率 は5.0%、 輸 出増 加 率 は10.0%、

イ ンフ レ率 は6.0%で 、 ベ トナ ム政府 とほ ぼ
42)

同 じであ る。政府 とADBが 輸 出増 加率 を

1999年 の実績値 よ り低 く予測 してい る理 由

は、同年 の輸出額の増加 は石油価格の高騰で

石油輸出額が大幅に伸び、それが輸出額の増

加に相当寄与 しているか ら、その特殊要因を

除外 しているためだと思われ る。 しか し、イ

ンフ レ率を6.0%に 予測 している根拠は両者

とも示 してはいない。もっともベ トナムのイ

ンフ レ率は各年 によって、大 きなば らっ きが

あ り予測は困難であるといえよう。

2000年 にベ トナムは、景気後退 とデフレー

シ ョンを克服で きるかは大変難 しい問題であ

る。政府 とADBの 予測 によると、少な くと

も1999年 のような深刻 なデフ レー シ ョンの克

服の可能性は高いようである。

現在ベ トナム経済が直面 している大 きな問

題点は、アジア経済危機のマ イナス面 の影響

を克服す るだけでは なく、1992年 か ら97年

まで続 いた高い経済成長のもとでなおざりに

された企業 の低い競争力と非効率性、不適切
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な産業政策、形式的官僚主義 などの構造的な

問題点 に取 り組む必要性に迫 られ ていること

で ある。 本論 で検討 した ように、1999年 に

発表 ・実施 された景気後退とデフ レーシ ョン

対策で このような問題に取 り組みつっあるが、

未だ不徹底であ るとの感は否めない。政府は

12月 末に、IMFと の間で経 済構造改 革を推

進するための3ヶ 年計画 を策定 ・実施す るこ

とで初 めて合意 した。最終的な計画 内容が ど

のようなものになるのかは、現時点では不透

明であるが、ベ トナ ムは抜本的 な経済構造改

革を迫 られている転換期 に直面 してい ること

は明 らかである。
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